
年度 区分 要保護 準要保護
小学 ６３，１００円 ４７，３８０円
中学 ７９，５００円 ５４，０７０円
小学 ４０，６００円 ４０，６００円
中学 ４７，４００円 ４７，４００円
小学 ４０，６００円 ２３，８９０円
中学 ４７，４００円 ２６，８６０円

荒川区就学援助・入学準備金

※要保護＝生活保護世帯
　準要保護＝荒川区は生活保護基準の１．２倍
までの収入世帯

２０１９年度

２０１８年度

２０１７年度

世帯数 構成割合 世帯数 構成割合 世帯数 構成割合

～100万円 37,077 32.6% 2,065 11.1% 526 25.5%

100～200万円 16,468 14.5% 1,310 7.0% 567 27.5%
200～300万円 14,458 12.7% 1,723 9.2% 421 20.4%

合計 113,637 18,675 2,062
※課税状況により集計。（未申告は総所得金額ゼロとした）

※３００万円以上は省略

総所得金額（世
帯合計）の段階

全世帯
１８歳未満の子ど
もがいる世帯数

母子（父子）世帯

区民の総所得金額段階別世帯数(2017年7月1日現在)

荒川区の生活保護率
2018年3月

被保護世帯 5,326
被保護人員 6,411
内住所不
定（世帯）

582

保護率 29.7
（保護率は、パーミル
＝‰　１，０００分率）
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公
立
の
小
中
学
校
で
も
入
学
時
に
は
、

小
学
校
で
５
〜
６
万
円
、
中
学
校
で
制

服
含
め
10
万
円
以
上
か
か
り
、
保
護
者

の
負
担
は
大
変
。
そ
の
た
め
就
学
援
助

が
あ
り
ま
す
が
、
荒
川
区
は
、
生
活
保

護
基
準
の
わ
ず
か
１
．
２
倍
の
所
得
で

な
い
と
利
用
で
き
ま
せ
ん
。
そ
れ
で
も

小
学
校
で
約
23
％
、
中
学
校
で
約
35
％
、

合
計
で
26
％
、
４
人
に
１
人
の
利
用
で

す
。
一
方
、
就
学
援
助
の
入
学
準
備
金

は
、
必
要
な
入
学
前
の
２
〜
３
月
支
給

で
は
な
く
、
入
学
後
の
７
月
で
し
た
。

共
産
党
区
議
団
は
、
就
学
援
助
入
学
準

備
金
の
入
学
前
支
給
を
求
め
、
ほ
ぼ
毎

回
の
議
会
で
繰
り
返
し
質
問
し
て
き
ま

し
た
。
区
は
「
所
得
の
把
握
が
困
難
」

な
ど
と
拒
否
し
て
き
た
が
、
よ
う
や
く

中
学
校
で
実
現
、
来
年
度
か
ら
小
学
校

も
前
倒
し
で
２
月
に
支
給
が
実
現
。
合

わ
せ
て
入
学
準
備
金
の
引
き
上
げ
も
要

求
。
区
は
、
「
１
２
０
０
万
円
の
毎
年

支
出
は
財
政
的
に
難
し
い
」
な
ど
と
拒

否
し
た
も
の
の
、
そ
の
後
２
年
連
続
で

引
き
上
げ
が
実
現
し
ま
し
た
（
左
表
）
。

今
後
、
区
と
し
て
も
子
ど
も
の
貧
困

実
態
把
握
と
改
善

目
標
、
学
校
を
プ

ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム
に

し
た
就
学
援
助
基

準
の
緩
和
、
給
食

費
無
料
化
な
ど
、

子
ど
も
の
貧
困
対

策
の
抜
本
強
化
が

求
め
ら
れ
ま
す
。

新
年
あ
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ

い
ま
す
。
み
な
さ
ん
は
、
ど
ん
な
新
年

を
お
迎
え
で
し
ょ
う
か
。

昨
年
は
、
災
害
が
多
発
し
ま
し
た
。

ま
た
政
治
も
「
偽
造
」
「
ね
つ
造
」

「
強
行
」
な
ど
お
よ
そ
民
主
主
義
と
は

は
程
遠
い
「
独
裁
国
家
」
の
よ
う
な
所

業
が
安
倍
政
権
も
と
で
相
次
ぎ
ま
し
た
。

そ
し
て
、
消
費
税
10
％
増
税
や
75
歳
以

上
高
齢
者
の
医
療
費
窓
口
負
担
２
割
に

引
き
上
げ
な
ど
社
会
保
障
削
減
が
目
白

押
し
。
内
閣
府
参
与
の
藤
井
京
都
大
学

教
授
は
、
年
始
の
雑
誌
に
「
消
費
税
10

％
増
税
で
所
得
が
年
１
５
０
万
円
減
少
」

と
シ
ョ
ッ
キ
ン
グ
な
分
析
結
果
を
発
表
、

こ
の
ま
ま
で
は
暮
ら
し
も
経
済
も
大
破

綻
で
す
。
あ
れ
こ
れ
「
選
挙
対
策
」
と

も
い
え
る
政
策
を
打
ち
出
し
て
い
ま
す

が
、
や
は
り
増
税
中
止
こ
そ
最
大
の
景

気
対
策
で
あ
る
こ
と
は
は
っ
き
り
し
て

い
ま
す
。
災
害
対
策
も
国
土
強
靱
化
に

名
を
借
り
た
大
型
再
開
発
中
心
か
ら
転

換
し
て
、
一
人
一
人
の
国
民
の
命
と
財

産
を
守
る
政
策
へ
の
転
換
が
必
要
で
す
。

今
年
は
、
暗
雲
を
振
り
払
い
、
暮
ら

し
で
も
政
治
で
も
希
望
が
も
て
る
年
に

す
る
た
め
、
み
な
さ
ん
と
力
合
わ
せ
、

知
恵
と
力
を
尽
く
し
て
が
ん
ば
り
ま
す
。

☆荒川区政の各種情報・話題は…

横山幸次区議のホームページで

ニュースのバックナンバーも４年分

ＰＤＦでご覧になれます。検索で「横

山幸次」と入力して下さい。

裏面 一人の犠牲者も出さない住宅の耐震化を進める年に…など

住
み
慣
れ
た
地
域
に
住
み
続
け
る
た

め
に
は
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
と
と
も
に
、

高
齢
者
の
暮
ら
す
応
援
な
ど
区
独
自
の

福
祉
施
策
の
充
実
が
必
要
で
す
。

共
産
党
区
議
団
は
、
江
戸
川
区
の

「
半
額
入
浴
カ
ー
ド
」
事
業
な
ど
を
議

会
で
紹
介
し
、
区
で
も
実
施
す
る
よ
う

求
め
ま
し
た
。
２
０
０
４
年
に
高
齢
者

半
額
入
浴
カ
ー
ド
創
設
準
備
の
た
め
、

浴
場
組
合
と
の
協
議
等
に
関
わ
る
予
算

修
正
１
０
０
万
円
を
提
案
。
２
０
０
５

年
、
本
会
議
質
問
で
「
高
齢
者
半
額
入

浴
カ
ー
ド
」
創
設
を
求
め
ま
し
た
が
、

区
は
、
拒
否
。
そ
の
後
も
繰
り
返
し
、

く
ら
し
応
援
と
銭
湯
経
営
支
援
に
つ
な

が
る
制
度
と
し
て
「
高
齢
者
半
額
入
浴

制
度
」
実
現
を
要
求
。
３
年
後
の
２
０

０
８
年
、
「
ふ
ろ
わ
り
２
０
０
」
が
実

現
し
ま
し
た
。
一
方
で
区
は
、
一
人
暮

ら
し
高
齢
者
へ
の
無
料
入
浴
券
の
配
布

制
度
を
廃
止
し
ま
し
た
。
「
ふ
ろ
わ
り

２
０
０
」
を
１
回
１
０
０
円
・
週
２
回

へ
の
拡
充
を
求
め
て
い
ま
す
。

ま
た
シ
ル
バ
ー
カ
ー
な
ど
高
齢
者
日

常
生
活
支
援
用
具
支
給
拡
大
、
最
低
賃

金
に
合
わ
せ
た
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

の
配
分
金
引
き
上
げ
な
ど
も
実
現
し
て

き
ま
し
た
。

今
後
、
介
護
保
険
料
の
減
額
免
除
制

度
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
や
グ
ル
ー

プ
ホ
ー
ム
の
増
設
と
住
ま

い
の
確
保
、
高
齢
者
の
住

み
替
え
家
賃
助
成
の
拡
充

を
実
現
を
め
ざ
し
ま
す
。

「貧困と格差」が区民生活に大きな影を落としています。

区民・子どもたちの実態はどうでしょうか。残念ながら区は

実態調査を

行っていま

せん。区の

統計を使っ

て分析を試

みると、区

内の子どもの相対的貧困率は、２５％に上ると推測されます。

また荒川区の生活保護率は、約３％。政府調査でも生活保

護を必要とする世帯のうち実際に利

用している世帯割合（捕捉率）が全

国平均で２割前後です。従って区民

の中で最低生活費以下で暮らす区民

は、約２万人に上ると推測されます。

結果は、区政での区民のくらし応

援、底上げの重要性を示しています。



2006年 2014年 2018年 目標(2020)

73.0% 82.3% 85.0% 95.0%

荒川区・住宅耐震化率の現状・目標

大
地
震
な
ど
に
よ
る
災
害
危
険
度

の
高
い
荒
川
区
だ
か
ら
こ
そ
、
防
災

福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
や
災
害
時
の
応

急
対
策
の
強
化
は
、
区
政
の
最
重
要

課
題
で
す
。
と
り
わ
け
町
屋
地
域
は

全
都
で
も
最
も
災
害
の
危
険
度
が
高

い
地
域
と
指
摘
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

共
産
党
区
議
団
は
、
こ
の
間
、
区

民
や
関
係
団
体
の
運
動
と
も
結
ん
で

家
具
転
倒
防
止
補
助
の
拡
充
や
普
及

を
進
め
る
と
と
も
に
、
感
震
ブ
レ
ー

カ
ー
・
自
動
点
灯
ラ
イ
ト
の
高
齢
者
、

障
害
者
世
帯
な
ど
に
所
得
制
限
な
し

で
の
配
布
を
実
現
し
て
き
ま
し
た
。

こ
う
し
た
屋
内
安
全
対
策
を
１
０

０
％
実
施
す
る
た
め
、
全
世
帯
対
象

に
し
た
事
業
へ
の
拡
充
が
必
要
で
す
。

簡
易
耐
震
工
事
補
助
の
拒
否

は
犠
牲
者
を
出
さ
な
い
に
逆
行

し
か
し
一
番
の
対
策
は
、
住
宅
の

耐
震
化
、
せ
め
て
地
震
の
第
一
撃
で

住
宅
が
倒
れ
な
い
、
避
難
路
が
確
保

で
き
る
住
宅
の
耐
震
補
強
で
す
。
区

内
の
住
宅
耐
震
化
率
は
、

現
状
85
％
と
の
こ
と
で

す
が
、
木
造
密
集
地
域

は
依
然
と
し
て
取
り
残

さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
に
共
産

党
区
議
団
は
、
す
で
に
全
国
で
広
く

実
施
さ
れ
て
い
る
安
価
な
簡
易
耐
震

改
修
（
補
強
）
工
事
で
少
な
く
と
も

評
点
０
．
７
以
上
を
確
保
し
、
家
は

傾
き
壊
れ
て
も
倒
壊
し
な
い
状
況
に

す
る
な
ど
の
工
事
に
支
援
を
す
べ
き

と
求
め
て
き
ま
し
た
。
も
ち
ろ
ん
完

全
な
耐
震
化
、
耐
震
建
替
え
を
め
ざ

す
べ
き
で
す
が
、
経
済
的
理
由
な
ど

で
、
そ
こ
ま
で
で
き
な
い
世
帯
も
多

数
あ
る
の
が
実
態
で
す
。
「
命
を
守

る
」
「
一
人
も
置
き
去
り
に
し
な
い
」

の
自
治
体
本
来
の
精
神
の
発
揮
を
求

め
て
い
き
ま
す
。

☆定例法律相談
毎月第１月曜･午後６時～８時
横山幸次区議事務所

写
真
は
、
安
倍
自
公
政
権
が
県
民
多

数
が
反
対
す
る
辺
野
古
の
埋
め
立
て
を

強
行
し
て
い
る
様
子
で
す
。
紺
碧
の
美

し
い
沖
縄
の
海
に
、
赤
土
の
土
砂
が
投

じ
ら
れ
る
、
眼
を
背
け
た
く
な
る
よ
う

な
光
景
で
す
。
そ
れ
も
県
知
事
が
政
府

に
工
事
中
止
と
真
摯
な
協
議
を
申
し
入

れ
て
い
る
最
中
に
で
す
。
圧
倒
的
民
意

を
切
り
捨
て
、
法
治
国
家
に
は
あ
り
え

な
い
違
法
を
重
ね
て
の
暴
挙
で
す
。
こ

ん
な
こ
と
が
ま
か
り
通
れ
ば
、
憲
法
の

定
め
た
地
方
自
治
は
形
骸
化
、
中
央
集

権
の
独
裁
政
治
に
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

し
か
し
こ
の
強
行
は
、
追
い
詰
め
ら
れ

た
焦
り
の
表
れ
で
す
。
主
権
者
の
声
で

政
治
を
動
か
す
年
に
し
な
け
れ
ば
と
、

決
意
を
新
た
に
し
て
い
ま
す
。
「
絶
対

に
諦
め
な
い
」
…

（
横
山
幸
次
）

◎私たちは住民のくらしと命を守るネットワークを

もっています…いつでもご相談を
「定例法律相談」は月一回開催。くらし、子育て、医

療、介護、雇用、税金など、国会、都議会の共産党議員

団や各分野の専門家とも連携し、ごいっしょに解決のた

めに力をつくします。

朝日信金側の申し入れもあっ

て、東尾久支店３、４階を区が

借りて、その後認可保育園を行

う事業者に転貸するため、荒川区と朝日信金との協定が12

月19日に締結されました。今後、朝日信金側が３、４階を

整備し、区が事業者を募集。2020年4月に保育を開始する

予定となっています。当然園庭もなく、１階でもありませ

ん。保育環境と安全の確保する区の責任も問われます。

12月17日、日本共産党区議団は、

「都有地を活用して福祉、防災の

まちづくりを」求める緊急申し入

れを区に行いました（左写真）。

これは、都の工業用水道廃止で南千住６丁目の旧南千住浄水場用

地（下写真黒枠）の２㌶の土地を活用する具体化を求めたものです。

荒川区にとって、障害者の生活実習所や入所施設、特別養護老人ホー

ム等の建替えや増設、防災対策として住替え住宅など、福祉、防災

まちづくりを進めるうえで用地が最大の課題です。この２㌶の土地

は大変貴重です。東京都は、民間への売却を考えているようです。

しかし都有地であり、本来区などの公的な用途に使うことを優先す

べきです。また、荒川区は、長く

下水処理施設などで貢献してきま

した。また旭電化跡地の教育文化

施設も事実上反故にされていた経

緯もあります。区として東京都に、

他の区内都有地６カ所も含め、具

体的な活用内容も含めて強く働き

かける時ではないでしょうか。

南千住6丁目39番19号南千住

浄水場用地1964年から給水開始・1997年廃

止
2004年工業用水道事務所廃止


